
 

令和８年９月24日 

 

事業者のみなさまへ 

 

大阪広域環境施設組合 

 

標準契約書等の改正及び本組合契約の取扱いについて 

 

標題について、大阪広域環境施設組合契約規則の改正及び公共工事標準請負契約約款等の改正を踏まえ

た所要の対応を行うため、標準契約書及び関連する特約条項を次のとおり改正しますので、周知いたしま

す。 

 

記 

 

１ 改正する標準契約書等 

  別紙１ 改正する標準契約書等一覧のとおり 

 

２ 改正内容・理由 

（１） 公共工事標準請負契約約款の改正に伴う対応 

 

公共工事標準契約約款において、第三次・担い手３法を踏まえた対応として、建設業法

第20条第１項の改正を踏まえ、見積段階で内訳明示される経費（材料費、労務費、安全衛

生経費、建退共掛金）についても請負代金内訳書において内訳明示する項目として追加さ

れた。※２また、他機関が発注した工事との調整規定及び協議不調等の場合における不利

益取扱いの禁止に関する規定の創設並びに前払金の使途に関する規定の見直しが行われ、

国土交通省より同様の改正を求める勧告があったことから、本組合の工事請負契約書にお

いても同様の改正を行う。 

 

なお、前払金の使途拡大の取組は上記改正により恒久化されることから、関連する特約

条項を廃止する。 

 

※２ 本取組に係る具体的な取扱いについては、別途通知します。 

 

（２） 大阪広域環境施設組合契約規則第 54条（不当な取引制限に係る損害賠償）の改正等に伴う

対応 

 

大阪広域環境施設組合契約規則の一部改正（令和８年大阪広域環境施設組合規則第 14 

号。令和８年 11月１日施行）において、第 54条（改正後50条の２）の規定について、当

該違反する行為の主体は当該請負等の契約者である旨明確化する改正を行ったことから、

同様の改正を行う。また、同条第３項に基づく利息の取扱いに関し、関連規定との関係を



 

整理の上、本項に基づく利息の終期及び適用利率を明確にするため、所要の改正を行う。 

 

（３） 過年度の改正における整備不備への対応 

 

受注者の解除権の規定に関して、受注者に帰責事由がある場合は除くとする規定を整備

した際に、一部の契約書において整備不備があったため、所要の改正を行う。 

 

詳細な改正内容は、別紙２のとおり 

 

３ 本組合契約の取扱いについて 

（１）既に改正前の契約書で締結している契約 

・本改正に伴う契約変更等の手続きは不要とします。 

（２）令和８年11月１日以降に発注する契約 

・令和８年 11 月１日以降に発注する契約については、順次改正後の契約書を使用すること

とします。 

 

４ 担当 

大阪広域環境施設組合総務部経理課（契約担当） 

電話 ０６－６６３０－３３３４ 



別紙１ 
 
 

改正する標準契約書等一覧 
 

 

No 標準契約書等の名称 

１ 工事請負契約書 

廃止 前払金の使用等の特例に関する特約条項 

２ 物品買入契約書 

３ 物品買入契約書（石油製品の単価契約） 

４ 物品買入契約書（単価契約） 

５ 印刷請負契約書 

６ 修繕請負契約書 

７ 物品借入契約書 

８ 物品長期借入契約書 

 ９ 物品長期借入契約書（単価契約） 

10 業務委託契約書（成果物型） 

11 業務委託契約書（経常型） 

12 業務委託契約書（長期継続契約用） 

13 業務委託契約書（システム開発・改修用） 

14 業務委託契約書（システム運用・保守用） 

15 業務委託契約書（システム運用・保守用）（長期継続契約用） 

16 土木設計等業務委託契約書 

17 測量等業務委託契約書 

18 建築設計業務委託契約書 

19 建築工事監理業務委託契約書 
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工事請負契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げ

るその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）のうち、その標記部

分が異なるものの改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、

改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものを加える。 

改正後 改正前 

（関連工事の調整） 

第３条 [略] 

２ 発注者は、受注者の施工する工事及び

設計図書に示した他の機関の発注に係る

他の工事が施工上密接に関連する場合に

おいて、必要があるときは、その施工に

つき、当該他の機関と調整を行うものと

する。この場合においては、受注者は、発

注者の調整に従い、当該他の機関の発注

に係る工事の円滑な施工に協力しなけれ

ばならない。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第４条 [略] 

２ 内訳書には、材料費、労務費、法定福利

費（建設工事に従事する者の健康保険料

等の事業主負担額をいう。）、安全衛生経

費（建設工事従事者の安全及び健康の確

保の推進に関する法律（平成 28年法律第

111号）第 10条に規定する建設工事従事

者の安全及び健康の確保に関する経費を

いう。）並びに建設業退職金共済契約（中

小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第

160号）第２条第５項に規定する特定業種

退職金共済契約のうち、建設業に係るも

のをいう。）に係る掛金を明示するものと

する。 

注 「健康保険料等」とは、健康保険料、介

護保険料、厚生年金保険料、子ども・子育

（関連工事の調整） 

第３条 [同左] 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第４条 [同左] 

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険

及び雇用保険に係る法定福利費を明示す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 
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て拠出金、雇用保険料及び労働者災害補

償保険料とする。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第 11条 受注者は、次の各号に掲げる者を

定め、その氏名その他必要な事項を発注

者又は監督職員に通知しなければならな

い。これらの者を変更したときも同様と

する。ただし、第３号及び第４号につい

て、これらを設置しない場合は、この限

りでない。 

[(1)・(2) 略] 

(3) 監理技術者補佐（建設業法第 26条 

第３項第２号に規定する者をいう。 

以下同じ。） 

[(4) 略] 

[２～５ 略] 

 

（工期の変更方法） 

第 24条 [略] 

[２ 略] 

３ 発注者は、第１項の協議に当たっては、

受注者からの意見の趣旨をできる限り勘

案し十分な協議を行うように留意すると

ともに、受注者との間で協議が整わなか

ったこと又は当該協議に関して受注者が

第 50 条に規定するあっせん若しくは調

停を請求したこと又は第 51 条に規定す

る仲裁を申請したことを理由として不利

益な取扱いをしてはならない。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第 25条 [略] 

[２ 略] 

３ 発注者は、第１項の協議に当たっては、

受注者からの意見の趣旨をできる限り勘

 

 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第 11条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

[(1)・(2) 同左] 

(3) 監理技術者補佐（建設業法第 26条 

第３項ただし書に規定する者をいう。 

以下同じ。） 

[(4) 同左] 

[２～５ 同左] 

 

（工期の変更方法） 

第 24条 [同左] 

[２ 同左] 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第 25条 [同左] 

[２ 同左] 

[新設] 
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案し十分な協議を行うように留意すると

ともに、受注者との間で協議が整わなか

ったこと又は当該協議に関して受注者が

第 50 条に規定するあっせん若しくは調

停を請求したこと又は第 51 条に規定す

る仲裁を申請したことを理由として不利

益な取扱いをしてはならない。 

４ [略] 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額

の変更） 

第 26条 [略] 

[２～８ 略] 

９ 発注者は、第３項又は第７項の協議に

当たっては、受注者からの意見の趣旨を

できる限り勘案し十分な協議を行うよう

に留意するとともに、受注者との間で協

議が整わなかったこと又は当該協議に関

して受注者が第 50 条に規定するあっせ

ん若しくは調停を請求したこと又は第 51

条に規定する仲裁を申請したことを理由

として不利益な取扱いをしてはならな

い。 

 

（前払金の使用等） 

第 38条 受注者は、前払金（中間前払金を

除く。以下本条において同じ。）をこの工

事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、

機械購入費（この工事において償却され

る割合に相当する額に限る。）、動力費、

支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補

償保険料及び保証料に相当する額として

必要な経費以外の支払いに充当してはな

らない。ただし、前払金額の 100分の 25

を超えない範囲で、前払金をこの工事の

現場管理費及び一般管理費等のうちこの

 

 

 

 

 

 

 

３ [同左] 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額

の変更） 

第 26条 [同左] 

[２～８ 同左] 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前払金の使用等） 

第 38条 受注者は、前払金をこの工事の材

料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購

入費（この工事において償却される割合

に相当する額に限る。）、動力費、支払運

賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険

料及び保証料に相当する額として必要な

経費以外の支払いに充当してはならな

い。 
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工事の施工に要する費用に係る支払いに

充当することができる。 

２ 受注者は、中間前払金をこの工事の材

料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購

入費（この工事において償却される割合

に相当する額に限る。）、動力費、支払運

賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険

料及び保証料に相当する額として必要な

経費以外の支払いに充当してはならな

い。 

 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 43条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の請負代金額

の 100分の 20に相当する額を、発注者の

指定する期間内に納付しなければならな

い。この契約が履行された場合において

次の各号のいずれかに該当するときも、

同様とする。 

 [(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償 

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の請負代金額に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

 

 

[新設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 43条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

 [(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

 [(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の請負代金額に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省
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（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

 

備考 表中の[ ]の記載並びに対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した

傍線は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
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物品買入契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 17条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償 

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 17条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
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物品買入契約書（石油製品の単価契約）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 18条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 18条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-4 

物品買入契約書（単価契約）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 17条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

  [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 17条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-5 

印刷請負契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 35条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 35条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-6 

修繕請負契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 33条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 33条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-7 

 

物品借入契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-8 

 

物品長期借入契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の契約金額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら発注者の指定する支払期日まで、当該

代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

（受注者の解除権） 

第 26条 [略] 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の予定総額に対する割合に相当す

る部分について、当該代金の支払の日か

ら、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

 

 

（受注者の解除権） 

第 26条 [同左] 
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２ 受注者は、前項の規定によりこの契約

を解除した場合において、損害があると

きは、その損害の賠償を発注者に請求す

ることができる。ただし、前項に掲げる

事項が発注者の責めに帰することができ

ない事由によるものであるときは、この

限りでない。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約

を解除した場合において、損害があると

きは、その損害の賠償を発注者に請求す

ることができる。ただし、前項各号に掲

げる事項が発注者の責めに帰することが

できない事由によるものであるときは、

この限りでない。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 

 



別紙２-9 

 

物品長期借入契約書（単価契約）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 受注者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、発注者に対し、損害賠

償金として、この契約の契約金額 100 分

の 20に相当する額を、発注者の指定する

期間内に納付しなければならない。この

契約が履行された場合において次の各号

のいずれかに該当するときも、同様とす

る。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の単価契約金額に予定数量を乗じ

た額に対する割合に相当する部分につい

て、当該代金の支払の日から発注者の指

定する支払期日まで、当該代金の支払の

日における民事法定利率（民法第 404 条

第３項の規定に基づき法務省令で定める

率をいう。以下同じ。）の割合による利息

を付さなければならない。 

 

（受注者の解除権） 

第 26条 [略] 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 21条 [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の単価契約金額に予定数量を乗じ

た額に対する割合に相当する部分につい

て、当該代金の支払の日から、支払の日

における民事法定利率（民法第 404 条第

３項の規定に基づき法務省令で定める率

をいう。以下同じ。）の割合による利息を

付さなければならない。 

 

 

（受注者の解除権） 

第 26条 [同左] 
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２ 受注者は、前項の規定によりこの契約

を解除した場合において、損害があると

きは、その損害の賠償を発注者に請求す

ることができる。ただし、前項に掲げる

事項が発注者の責めに帰することができ

ない事由によるものであるときは、この

限りでない。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約

を解除した場合において、損害があると

きは、その損害の賠償を発注者に請求す

ることができる。ただし、前項各号に掲

げる事項が発注者の責めに帰することが

できない事由によるものであるときは、

この限りでない。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
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業務委託契約書（成果物型）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 43条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 43条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から、支払の日における民事法定利率（民

法第 404 条第３項の規定に基づき法務省

令で定める率をいう。以下同じ。）の割合

による利息を付さなければならない。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-11 

 

業務委託契約書（経常型）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-12 

 

業務委託契約書（長期継続契約用）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-13 

 

業務委託契約書（システム開発・改修用）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 42条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-14 

 

業務委託契約書（システム運用・保守用）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 44条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 44条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-15 

 

業務委託契約書（システム運用・保守用）（長期継続契約用）一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 44条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 44条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-16 

 

土木設計等業務委託契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 46条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 46条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-17 

 

測量等業務委託契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 46条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 46条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-18 

 

建築設計業務委託契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 45条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 45条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
 



別紙２-19 

 

建築工事監理業務委託契約書の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後

欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 40条の２ 受注者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、発注者に対し、損

害賠償金として、この契約の契約金額 100

分の 20に相当する額を、発注者の指定す

る期間内に納付しなければならない。こ

の契約が履行された場合において次の各

号のいずれかに該当するときも、同様と

する。 

[(1) 略] 

(2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、受注者に独占

禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた

とき。 

 [(3)・(4) 略] 

[２ 略] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払の日

から発注者の指定する支払期日まで、当

該代金の支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率を言う。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償金） 

第 40条の２ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[(1) 同左] 

 (2) この契約について、確定した排除措

置命令等（受注者以外の者に対するも

のに限る。）において、独占禁止法第

３条又は第８条第１号の規定に違反

する行為があったとされたとき。 

 

[(3)・(4) 同左] 

[２ 同左] 

３ 第１項の規定により受注者が損害賠償

金を納付する場合においては、当該損害

賠償金のうち、当該契約に係る支払済み

の代金の業務委託料に対する割合に相当

する部分について、当該代金の支払いの

日から、支払の日における民事法定利率

（民法第 404 条第３項の規定に基づき法

務省令で定める率をいう。以下同じ。）の

割合による利息を付さなければならな

い。 

 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

 この標準契約書の改正は、令和８年 11月１日から実施する。 
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